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教職・保育職を目指す学生に開発教育および の

活動実践を行った際の学生の学びについて

岡崎女子大学 宮腰宏美

要要 旨旨

岡崎女子大学で小学校教諭や幼稚園教諭、保育士を志す学生が、開発教育教材の一つである

「世界がもし 人の村だったら」「貿易ゲーム」のワークショップを体験し、世界が抱える

問題について学んだ後、大学生として、岡崎市の地域や企業と連携した の取り組み案作

成活動を行うことで、最終的に地球的課題を、個人にも関わる問題として捉えられるようにな

ることが学習目的である。本研究では学びを通し、学生たちの世界的な視野の広がりや将来の

職種にどのように生かすことができるかという学生の視点を調査することを目的としている。

１１．． ははじじめめにに

「いま正しい選択をすることで、将来の世代の暮らしを持続可能な形で改善することを目指

す」 国連開発計画 ことを目的として 年の国連サミットにて採択された 持続

的な開発目標 は、 年に「行動の 年」が始まり 国連広報センター 、 年現在、

日本において多くの企業が実践する中、大学も総合大学を中心に取り組んでいる。岡崎女子大

学は、保育士・幼稚園教諭・小学校教諭を主として養成しているが、対象となる 年生の小学

校免許取得コースの学生 名に についての事前調査を行ったところ、 が「 を知

っている」と回答した。教員養成大学の学生における に対する認識について、田爪・高垣

が質問紙調査を行った結果、大学生の に対する関心度に比べて認知度は低いもの

の、特に における社会福祉分野についての関心は高かったことが報告されていることか

ら、本大学においても取り組み次第では学生の関心は高まるものであることが推測される。

活動支援センターの「 実践に際しての の位置づけについて」 には、

「 においては、教育は の目標のひとつ、目標 ．『すべての人に包摂的かつ公正な質の

高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する』でとりあげられ、その第 項目に 等を通

じた持続可能な開発の促進に必要な知識とスキルの習得の保証が掲げられている。（中略）言い

換えれば、 年に向けた人類の持続可能な開発の目標である の達成のための意識・行

動の変容をもたらす学びが である」と言及されており、 と が相互に関係している

ことが分かる。そのため、 年から推進されている 持続可能な開発のための教育 も

と併せ、将来教育者となる学生たちへの知識の伝達が必要となると考えられるが、 を学ぶ

際に「世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題がある」 文部科学省 とい

う現代社会における課題を学ぶことも必須であると考えられる。

の日本における認知度について、内閣府が 年に 歳以上の日本国籍を有する者

人 有効回収率 人 に対して世論調査を行った結果、 が「知っている 意味もわ

かる）」と回答し、 が「言葉だけは聞いたことがある」、 が「知らない」と回答して

おり、日本における の認知度は極めて低い 内閣府 。 は、学校教育現場
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においてユネスコスクールが代表して推進している。文部科学省 のユネスコスクール

の推移のグラフによると、 年時点の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学等で に

率先して取り組む のユネスコスクールのうち、小学校は 校、幼稚園は 校であっ

た。小学校において、現在は と を相互的に取り組んでいるが、幼児教育の に関

して白石・加藤 は、日本の小・中学校の教育において の取り組みは積極的に行われ

ているが、幼児期における取り組みは極めて少ない と述べている。しかしながら、幼児

教育現場における国際化は確実に進んでおり、現場では多くの外国人の保護者や子どもに日々

対応する保育者・幼稚園教諭が多く存在する。畠中・中山 は、日本国内においてグロー

バル化が進み、多くの外国人が滞在する中、保育の現場においても多くの外国籍の児童が在籍

するようになったことで、保育学会の中でも「国際化時代と幼児教育」という分科会も立ち上

がり保育者自身がグローバルな視点をもって、子どもの保育に当たることが 世紀には求め

られると指摘している。また、畠中・中山 の保育者養成大学における国際理解教育授業

での取り組みの結果によると、国際理解教育を体験した学生 人中全ての学生が「自分が国際

理解を深めることは、保育者として必要だと思う」という問いに対し肯定的な回答をしている

ことから、小学校現場のみならず、保育・幼児教育の現場において国際理解の学びを深めるこ

とは重要であるとことが考えられる。

上述したとおり、岡崎女子大学には教職・保育職を専攻し、将来的には小学校教諭・幼稚園

教諭・保育士を目指す学生が大半である。将来の教育者・保育者が開発教育教材である「世界

がもし 人の村だったら」「貿易ゲーム」のワークショップを体験し、世界に視野を広げ、世

界が抱える問題について学ぶとともに、大学生としての への取り組み案を作成するとい

う活動を行うことで、世界中で取り組むべき課題を個人の問題として捉えることができるよう

になることがこの学びの目的である。また、学生たちの世界に対する視野の広がりと、それが

どのように将来の職種に活かすことができるかという大学生の視点を調査することを研究の目

的としている。

２２．． 先先行行研研究究

（（１１）） 学学習習指指導導要要領領ににおおけけるる総総合合的的なな学学習習のの時時間間ににつついいてて

本研究における教材として、開発教育協会 の教材である「世界がもし 人の村だっ

たら」「貿易ゲーム」のワークショップを主に用い、 を学ぶ前段階とした世界の現状につ

いての学習を行った。この教材は「開発教育」という「開発をめぐるさまざまな問題を理解し、

望ましい開発のあり方を考え、共に生きることのできる公正で持続可能な地球社会づくりに参

加することをねらいとした教育活動」 開発教育協会 の理念に基づいて作成されたもの

である。「開発教育」の位置づけは、 年に始まった「国連 の 年」によって が展

開されたことにより、文部科学省が従来の国際理解教育を「国際理解」という名称に変更する

とともに、その内容を「開発教育、国際教育、 、グローバル教育」を含むものとした 開発

教育協会 ）。

「開発教育」が属する「国際理解」は、学習指導要領の「総合的な学習の時間」に属する。

総合的な学習の時間が作られた背景としては、平成 年の中央教育審議会第一次答申において、

生きる力を育むため、国際理解教育、情報教育、環境のほか、ボランティア、自然体験などに

ついて総合的な学習や課題学習、体験的な学習などを子供たちの発達段階や学校段階、学校や

地域の実態等に応じて、一定のまとまった時間を設け横断的・総合的な指導を行うことが提言

された 文部科学省 。その後、平成 年の教育課程審議会答申で、総合的な学習の時間
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の創設が提言され、平成 年に改訂された学習指導要領に位置付けられ、平成 年から順次

本格実施された 文部科学省 。現在使用されている平成 年に告示された小学校学習指

導要領解説「総合的な学習の時間」には、第 節の各学校において定める目標及び内容の取扱

い の中に「目標を実現するにふさわしい探究課題については、学校の実態に応じて、例えば

「国際理解」「情報」「環境」「福祉・健康」などの現代的な諸課題に対応する横断的・総合的な

課題、地域の人々の暮らし、伝統と文化など地域や学校の特色に応じた課題、児童の興味・関

心に基づく課題などを踏まえて設定すること」 文部科学省 と言及されている。

（（２２）） 開開発発教教育育ににつついいてて

「開発教育」は「国際理解」の中に位置づけられている。岩坂 は、「開発教育」は南

北問題の解決という経済格差の構造を中心に置き、開発援助とその啓発活動について主に行わ

れていると述べている。以前は「開発教育」は国際協力 の職員やボランティアなどの実践

者が中心として活動を行っていたが、持続的開発の概念の国内への浸透と「国連 の 年」

に開発教育関係者が積極的に役割を果たしたことにより、現在は小中高校の教員を中心に教材

開発や授業実践を含め実践者が増えている 岩坂 。

「開発教育」の属する「国際理解」について田淵 は、①特定の国を理解の対象にした

「他国理解の実践」、②コミュニケーション能力の育成を重視する「コミュニカティプな外国語

重視の実践」、③「貿易ゲーム」やリサイクル運動に取り組むなどの教科から独立した特設授業

を設けて取り組む「参加・活動主義的な実践」、④国内に居住する外国人への理解という人権教

育と結びついた「多文化共生型の実践」の つに区分できると説明している。その中で、今回

の実践の③「貿易ゲーム」などの「参加・活動主義的な実践」について「疑似体験やアクティ

ビティを通して、その振返りから意味を発見する参加型学習は、授業を単調な座学から解放し、

言語による知識伝達を主体にした従来の授業観を一変するもの」であると田淵 は

述べている。しかし、田淵 は、この手法は単に楽しいだけの授業になってしまう可能性

があるため、体験を一般化したり、体験の意味を深化させる事後学習をしたり、体験だけで終

わらせないよう事前の計画の重要性が求められると指摘していることから、教員は指導方法お

よび内容を予め吟味検討することが必要であることが考えられる。

（（３３）） 日日本本ににおおけけるる のの取取りり組組みみににつついいてて

とは、 の略称で、日本語では「持続可能な開

発のための教育」と訳されている。 年より「国連・持続可能な開発のための教育の 年」

が始まり、終了の際の 年 月に「持続可能な開発のための教育 」のユネスコ 世

界会議が名古屋にて開催された。翌年 年 月に「持続可能な開発目標 」の最終文書

が合意されたことで、ユネスコは の すべてにおいて、 の視点からの知識・理解・

行動の つの側面における学習目標を設定し、 は に貢献することを表明した 望月

。日本においては 年に「国連 の 年実施計画」が公表されたことに

より、国の教育の基本指針に が盛り込まれ、 年版の学習指導要領には「持続可能な社

会」、 年版の小・中学校学習指導要領、 年版の高等学校学習指導要領には「持続可能

な社会の創り手」の育成が掲げられ、各教科でも関連の内容が盛り込まれた 永田

。しかしながら、 年に海外の の専門家が日本へ の実践状況について視察に訪

れた際には、日本における の取り組みは「さして進歩的ではない」と評価されている 永田

－ 86 －



。日本には 年 月時点で の幼稚園、小・中・高等学校及び教員養

成学校がユネスコスクールのネットワークに参加している 公益財団法人ユネスコ・アジア文

化センター 。ユネスコスクールは、ユネスコ憲章に「この機関の目的は、国際連合憲章

が世界の諸人民に対して人種、性、言葉又は宗教の差別なく確認している正義、法の支配、人

権及び基本的自由に対する普遍的な尊重を助長するために教育、科学及び文化を通じて諸国民

の間の協力を促進することによって、平和及び安全に貢献することである。」と示し、ユネスコ

の理念を実現するため、各園や学校、教育機関において、平和や国際的な活動を実践している

文部科学省 。日本国内の加盟校数は「国連持続可能な開発のための教育の 年」が始

まった 年から飛躍的に増加し、 年には 校と、 か国当たりの加盟校数として

は、世界最大となっている 文部科学省 公益財団法人ユネスコ・アジア文化センタ

ー 。しかし、平成 年度ユネスコスクール年次アンケート結果には、学校教育における

の普及が進まない理由について、 が「教職員の に対する理解が不十分」、 が

「 の概念がなんでも包括してしまい分かりにくい」、 が「教職員に を行う時間的

な余裕がない」、 が「教職員が の実施方法を知らない」と報告されている 公益財団法

人ユネスコ・アジア文化センター 。この理由について、 を掲げる大半の学校で

は、地球温暖化について授業で扱ったり、グリーンカーテンを作ったりする実践を行いながら

持続可能性について取り上げるも、一斉方式の教え方が少なくないことや学校全体での取り組

みを行っている学校が少ないことが指摘されている 永田 。公益財団法人ユネスコ・

アジア文化センターは、ユネスコ本部から、日本のユネスコスクールについて、熱心な活動へ

の高い評価がなされている一方で、国際交流活動が不十分であることなどが課題であるとの報

告があったと言及している 公益財団法人ユネスコ・アジア文化センター 。上述の指導を

受け、現在では を教科横断的に実施する取り組みが推し進められている。日本ユネスコ国

内委員会 によると、総合的な学習の時間を活用する方法も有効であるが、 は、その

時間のみで実施するものではなく、教科等横断的な授業を行うことが重要であり、その際に、

①問題解決に向けての考えを深めた上で、②地域や日常生活に存在する具体的な課題とつなげ

て考え、③身近なものとして捉えて行動までつなげることが大切であることが説明されている。

（（４４）） とと教教育育ににつついいてて

とは、 略称で、日本語では「持続可能な開発目標」と

訳されている。この は、 年 月の国連で採択、 年 月から開始され、 年ま

での国際社会共通の目標として のゴールと のターゲットが掲げられている 中村

矢野ら 。目標 には「すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学

習の機会を促進する」 国連開発計画 と明記されており、 ターゲットの には、

「 年までに、教育を受けるすべての人が、持続可能な社会をつくっていくために必要な知

識や技術を身につけられるようにする。そのために、たとえば、持続可能な社会をつくるため

の教育や、持続可能な生活のしかた、人権や男女の平等、平和や暴力を使わないこと、世界市

民としての意識、さまざまな文化があることなどを理解できる教育をすすめる。」 日本ユニセ

フ協会 と明記されている。この におけるターゲット 以後 についての

国際的モニタリング評価は、 の中でも最も困難な課題の一つとされており、その理由とし

て、世界の を超える国が、カリキュラムに人権と基本的自由の視点を教育政策に取り入れ

ているが、 については の国が政策に反映し、 の国がカリキュラムに反映していたと

いう結果や教師教育において、約半数の国が平和や非暴力、人権、基本的自由について取り組
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んでいたものの、文化の多様性や寛容性について取り組んでいたのが であったこと、 に

取り組んでいる国は であったことなどが理由として挙げられている 興津 。

教育の目的を問い直す の背景の つとして、持続可能な社会をつくっていくために、

グローバル化する世界における新たな市民教育、価値教育が求められているとともに、地球を

全世界市民で共有しているという責任意識の育成や人々の社会に対する態度・行動変容への教

育の再構築の重要性が求められている 望月 。

（（５５）） 教教員員養養成成系系のの大大学学ににおおけけるる やや へへのの取取りり組組みみににつついいてて

川田 は、自身の授業の中で教育学部の学生に対して「世界がもし 人の村だったら」

ワークショップの他、様々な に関するワークショップを実践したところ、授業によって

の重要性について「やや理解できた」「理解できた」と ％の受講生が回答したことを報告し

ている。また、我が国における の推進において、学校教育の果たす役割はきわめて大きく、

その推進にあたって教員の役割は重要であることから、教員養成段階のうちに社会の多様性に

ついての理解や児童生徒への伝達の手法を習得させるとともに、地域、人、歴史や世界とつな

がりや協働性についての理解を深めることが将来教員になった際の の実践には必要である

と川田 は報告している。

武蔵野大学の教職実践演習において、 についての課題研究を課し、個人研究として調べ

学習を行わせたところ、大半の学生が課題研究を通して、その難しさと面白さを感じることが

できたことや今後、教壇に立った時の指溝法の輻を広げることができたことが質問紙調査を通

して明らかになったことを、野中 は論じている。また、 についての調査課題の後、

の のゴールについてグループで協議したことが調査の広がりや深さにつながったと、

野中は 述べている。

３３．． 対対象象とと方方法法

（（１１）） 対対象象者者ににつついいてて

私立の女子大学 年生の小学校免許取得コース 名 を対象とした。学生は、幼稚園教諭免

許状、保育士資格、小学校教諭免許状の取得を目指す教育学部に所属している。必須科目とし

て、「教職実践演習」を受講しており、 回ある授業のうちの 回を「開発教育」のワークシ

ョップ及び について学ぶ機会として設定した。

（（２２）） 研研究究方方法法ににつついいてて

研究方法は、学生の質問紙調査の回答を分析した。研究期間は、 年 月から 年

月の ヵ月間に、計 回（ 回中 後期の第 回、第 回、第 回、第 回の授業）の質

問紙調査を実施した。第 回の具体的な質問内容は、将来希望職種、現在世界が抱える様々な

問題について関心があるかどうか、 についての知識の有無、国際理解教育についての知識

の有無や国際理解教育や についての印象についてであった。第 回では、現在世界が抱

える様々な問題についての関心の変化とその理由、国際社会の現状についての知識、国際的な

感覚に関する視野、「世界がもし 人の村だったら」のワークショップ に参加した感想、「世

界がもし 人の村だったら」（以降「 人村」と記載）のワークショップで得た知識や国際

感覚の職への活かし方について質問した。第 回には、第 回目と同様の質問を「『貿易ゲー

ム』 に参加した結果」という文言に変え質問した。第 回目は、現在世界が抱えている様々
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な問題について、関心に変化があったか、 についての知識は増えたか、国際的な問題を身

近に感じ、自分にも関わる問題として捉えられるようになったか、 岡崎女子大学プロジェ

クト案をグループで作成した感想、 のワークショップでの活動は、今後職に就いた後、ど

のように生かされると思うか、という質問を行った。

教職実践演習の授業の第 回～第 回に「 人村」のワークショップとふりかえりを行

うとともに、 国際協力機構 や青年海外協力隊、日本や世界の国際協力などについて学ん

だ。第 回、第 回は「貿易ゲーム」のワークショップ及びそのふりかえりを行った。第

回、第 回は、 や について学んだのち、岡崎女子大学にて、大学生として取り組む

ことができる課題と方法についてグループごとに考え、プロジェクト案の発表を行った。

（（３３）） 研研究究課課題題

テーマは、教職・保育職を目指す学生に開発教育および の活動実践を行なった際の学生

の学びについての分析である。小学校教員を目指す学生は、小学校にて国際理解教育が行われ

ることがあることから、直接的に本講義を活かすことができるが、幼稚園教諭や保育職を目指

す学生は、直接的に児童に対して開発教育や国際理解教育などの授業を行うという機会はない

かもしれない。しかし、開発教育のワークショップを通し、世界の所問題について知った後、

を身近なものとして感じた上で、 についての取り組みを考えることは、今後幼稚園教

諭や保育者になるとしても、それぞれの職場にて、地球の未来を考えた取り組みとして継続的

に行うことは可能であること、また教員養成課程の学生に対する の取り組みがあまりさ

れていないことなどから、本研究を行うことは意味があると考えた。

４４．． 結結果果とと考考察察

（（１１）） 結結果果のの詳詳細細

ａａ）） やや国国際際理理解解教教育育にに関関すするる関関心心やや知知識識、、国国際際的的なな問問題題ににつついいててのの関関心心のの変変化化ににつついいてて

ワークショップ実施前に「教職実践演習」を履修する学生 名に行った質問紙調査では、

「 を知っている」と答えた学生は全体の 、「 について簡単に説明することが「少

しできる」と答えた学生は全体の であり 「できる」は 、 は「あまりできない」

「できない」と回答した。しかし「 という言葉を聞いたことがありますか？」という質問

には、 が「聞いたことがある」と回答した。それに対し「国際理解教育という言葉を聞い

たことがある」と回答した学生は 、「国際理解教育を知っている」および「国際理解教育

の授業を受けたことがある」と回答した学生は であったことから、小・中学生の時に国

際理解教育の授業を受けていた学生が少ないことが明らかとなった。 の授業については

「受けたことがある」と回答した学生は と、高校生活や大学生活において について

の授業を受けた経験のある学生が少ないことも明らかとなった。

「国際理解教育や についての印象」 自由記述 については、「難しそう」という回答が

件で最も多く「どのようなものか全く分からない」「聞いたような気もするが全く理解でき

ていない」と回答している学生も見られた。それに対し、国際理解教育を受けた経験がある学

生は「国と国がつながる良い印象」「様々な国を調べ、日本と比べた記憶があります」と回答

している。また、 についての知識がある学生は「 は廃棄される食べ物をなくそうとし

ている活動があったイメージがある」「一人ひとりの取り組みもだが、企業や団体などの率先

した取り組みの影響が大きいと思う」と記述しており、事前の知識や関心における個人差が確

認されたが、 のワークショップを行った後には、 人中 が に関する知識が「と
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ても増えた」、 が「増えた」、 「少し増えた」と回答した。

「 人村」ワークショップ後の「国際的な感覚に関する視野は広がったか」という質問で

は、 人中 ％が「とても広がった」、 が「広がった」、 が「少し広がった」と

回答、「貿易ゲーム」の後には、 人中、 が「とても広がった」、 が「広がった」、

が「少し広がった」と回答しており、両ワークショップを通し、様々な国際的な感覚に関

する学びを得たことが考えられる。

「現在世界が抱えている様々な問題についての関心」について、ワークショップ前には、

人中 が「とても関心がある」、 が「まあ関心がある」、 が「あまり関心がない」

と回答したが、「 人村」ワークショップ後には、「世界の諸問題に関する関心の変化」につ

いて、 人中 が「関心度がかなり上がった」、 が「まあ上がった」と回答、 ワ

ークショップの後には、 人中 が「かなり上がった」、 が「まあ上がった」、

が「変化なし」と回答し、国際問題についてほとんど知識がなかった学生への最初のインパク

トが強かったこと、それが回を重ねる毎に次第に落ち着いていったとなどが考えられる。

）） 岡岡崎崎女女子子大大学学ププロロジジェェククトト案案ににつついいてて

「 人村」「貿易ゲーム」のワークショップを通して世界の諸問題や国際協力について学ん

だ後、 について、また各企業や大学が取り組んでいる について学んだ。その後、岡崎

女子大学・岡崎女子短期大学の学生支援課がコロナ禍の中、本学学生への食の提供による満足

度向上と三河地方の飲食店救済（地域協働）の両立を目的とした「キッチンカープロジェクト」

の三河地域の企業と岡崎女子大学との連携事例を学んだ後、「岡崎女子大学の学生として、岡崎

市の地域や企業と共同して行うプロジェクト案」の作成を行った。その際に予算として、 万

円が用意されているという設定で行った。以下が各グループの作成したプロジェクト案である。

ググルルーーププののププロロジジェェククトト案案：：「「地地域域でで学学ぼぼううププロロジジェェククトト ×× 」」

他大学と協力して、 に関するイベントを開催！！（ のイベントの学内開催）

の授業を、 つの小学校で継続的に行う！！ 上記イベントで培った技術を使って

経験を踏まえ、岡崎全体の小学校で授業を行う！！（ を岡崎の小学校へ広める）

ググルルーーププププロロジジェェククトト案案：：「「 ププロロジジェェククトト」」

このプロジェクトは、 を岡崎市の保育園や幼稚園に広めるために、 について描かれ

たの子ども用の紙芝居やカードゲームを岡崎市の企業と共に作成し、学生がそれを現場にもっ

ていって読み聞かせやゲームを行うというプロジェクトである。 の一つ目の

は大学、二つ目の は保育園や幼稚園、三つ目の は子ども達を意味している。

ググルルーーププののププロロジジェェククトト案案：：「「繋繋ががりりププロロジジェェククトト」」

このプロジェクトは、他大学、市役所、小学校と「繋がり」をもち、最終的に地域の小学生

と一緒にごみ箱を制作することを通して、 や世界におけるごみ問題について勉強すること

を目的としている。

ググルルーーププののププロロジジェェククトト案案：：「「みみんんななでで二二七七市市ププロロジジェェククトト」」

他大学と地域と協力しながら、毎月２と７のつく日に岡崎市の康生町で開催されている「二

七市」において、大学の授業での制作した保育用品等を出品し、「リユース」を意識しながら、

地域の活性化に参画することを目的としている。広報手段として、 を利用する。

ググルルーーププののププロロジジェェククトト案案：：「「食食育育ププロロジジェェククトト」」

農家や農協、社会福祉団体と協力しながら、廃棄される農産物を提供してもらい、それを子

ども食堂などに提供することで、地域の子ども達を助けようというプロジェクト。
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） 「「 人人村村」」、、「「貿貿易易ゲゲーームム」」、、 ワワーーククシショョッッププをを通通ししてて、、問問題題をを自自身身ににもも関関係係ののああるる

問問題題ででああるるとと捉捉ええらられれるるよよううににななっったたかかどどううかか、、今今後後のの職職へへのの活活かかしし方方ににつついいてて

「国際的な問題を身近に感じ、自分にも関わる問題として捉えられるようになりましたか」、

という質問に対し、 人中 が「とても捉えられるようになった」、 が「まあ捉えら

れるようになった」、 が「少し捉えられるようになった」と回答している。自由記述には、

「自分たちにもできることはあるのだと気づいた」「自分の身近なところでも を考えるこ

とができて、自分でも実行できることがあると知りました」「身近なものを更によりよくするこ

とができるかもしれないと考えるきっかけとなりました」など、プロジェクトを考えていく中

で、 への取り組みは実は身近なことであり、自分たちも取り組むことができることに少し

ずつ気づいたと考えられる。

「 のワークショップでの活動は、今後職に着いた後、どのように活かされると思います

か？」という質問について、「小学校で子ども達にできるところから伝えていきたい」「教員に

なったときに子どもと楽しく を学べるようにしたいです」「子どもと関わりながら、

の授業を行ってみたい」「幼稚園の先生になったときに、 を考えて保育できるようにした

い。」「子どもたちへ伝えていけるようになると思った」など、このワークショップを受けたほ

ぼ全ての学生が子どもと関わる仕事に就くことを希望していることから、子ども達への還元を

考えている学生が最も多く見られた。次に多かった意見が「身近に多くの に関わる課題が

あることを知ったので、日常に の課題について意識しながら生活を送ることができると

思います」「節水、節電、すぐにできることから実践する」「自分でも少し意識をもって行動し

たいです」などの を意識しながら日常生活を送りたいという意見であった。そのほか「周

りと協力して考えたり、周りとの連携を大切にすることを活かせると思いました」といった

には協力が必要であることに気づいた意見や「身近な取り組みが に関連づけられる

ことがわかったため、それを意識して活動を考えられると思う」という は、身近なところ

で取り組みを考えられることが理解できたという意見が見られた。

５５．． ままととめめとと今今後後のの課課題題

本研究では、「世界がもし 人の村だったら」、「貿易ゲーム」というワークショップを通

し、現在世界が抱えている様々な問題について体験を通して学んだ後、 国際協力機構や青

年海外協力隊、国連、 （持続可能な開発のための教育）、 （持続可能な開発目標）につ

いて学習し、最後に岡崎女子大学生として、岡崎市の地域や企業と連携した の取り組み案

を作成した。学生からの発表からは、大学において のイベントを行う案や小学校や幼稚

園・保育園へ行き、 についてのオリジナル紙芝居の読み聞かせやオリジナル カード

ゲーム遊び、ごみ箱制作などを通して を広める案、康生町の二七市へ授業で制作した保育

用品等をリユース品として出品して地域を盛り上げる案や、農家や農協とコラボして子ども食

堂を盛り上げる案などが出た。

今回のワークショップを通して学生は、 は世界のどこかで掲げられている目標ではなく、

自分のすぐ隣にある課題を「協力」を通して解決できる身近なものであり、それを就職先やこ

れからの生活の中で生かすことができるということを学んだ。今回はプロジェクト案の作成の

みにとどまったが、次の研究では、プロジェクト案の作成、その後の実践を通して、より多く

の学びを培うことができるか、地域の人々との連携することによることからの学びについて研

究していきたい。
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付付記記

本研究は、令和 年度岡崎女子大学・岡崎女子短期大学研究倫理委員会による研究倫理審査

の承認を受けて実施している。

注

（ ）認定特定非営利活動法人開発教育協会が出版している「ワークショップ版・世界がもし

人の村だったら 第 版 」を使用。実際に身体を使いながら世界の格差や多様性を体感する

教材 開発教育協会

（ ）認定特定非営利活動法人開発教育協会が出版している「新・貿易ゲーム 経済のグローバ

ル化を考える」を使用。「貿易」を中心に、世界経済の動きを疑似体験することによって、

そこに存在するさまざまな問題について学び、その解決の道について考えることを目的とし

た趣味レーションゲーム 開発教育協会
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